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計画進捗管理シート
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1

計画名称 高齢者保健福祉計画・第8期介護保険事業計画

課題 総合的な介護予防・生活支援

施策 総合的な介護予防・生活支援の推進

主な取組

①高齢者の健康づくり・介護予防の普及啓発事業の充実　（計画冊子ページ：P25）

自己評価： ○

②高齢者会館の機能充実　（計画冊子ページ：P25）

自己評価： ○

自己評価： ○

実現すべき状態
　高齢者の生活機能の維持・向上や生きがいづくりにつながる多様な取組や居場所が用意されています。加齢
に伴う身体自立度の低下や閉じこもり等ができる限り予防され、高齢者が生きがいを持って社会参加し、自
分らしくいきいきと元気で暮らしています。

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　高齢期の早い段階でフレイル
に気がつき、進行を防ぎ、ある
いは回復できるよう、高齢者の
健康づくり・介護予防の取組を
積極的に進めていきます。
　さらに、フレイルだけでなく、
転倒・骨折、関節疾患等を原因と
して運動機能が低下した人の介
護予防についての取組も進めて
いきます。

介護･高齢者支援課

　転倒・骨折・関節疾患等の具体
的な原因を分析するためには、
医療情報の活用を検討する必要
がある。

　短期集中予防サービス事業の
中で、運動器の機能向上プログ
ラムを実施し、要支援相当の段
階での早期の取組を進めてい
る。

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　高齢者の居場所・活動の場、健
康づくりや介護予防事業の身近
な地域拠点として、高齢者会館
の機能を更に充実させるととも
に、地域包括支援センター等と
協力し、地域における支えあい
活動の一環を担う役割を強化し
ます。
　また、地域の元気な高齢者が、
運営の担い手として持てる力を
発揮する等、地域に根づいた健
康づくりの輪を広げていけるよ
う、すこやか福祉センターでは、
地域団体やＮＰＯ法人等による
会館運営を支援していきます。

すこやか福祉センター

　新型コロナウイルス感染対策
を講じながら高齢者の居場所を
確保し、介護予防事業の継続と
充実を図る。

・地域包括支援センターの相談
会や健康測定などを高齢者会館
事業に組み込むなど、地域にお
ける支えあい活動の一端を担う
とともに、町会をはじめとする
地域団体との連携を深め、高齢
者会館の運営に、地域の元気な
高齢者が担い手として力を発揮
できるよう取り組んでいる。
・老朽化した会館施設の改修（空
調、照明等）を進めている。

　高齢者会館におけるミニデイ
サービス（通所型住民主体サー
ビス）の多くは、地域の元気な高
齢者が担い手となっているた
め、地域の専門職が支える仕組
みとして、リハビリテーション等
の専門職が高齢者の健康状態の
確認や加齢に伴う様々な不具合
への対処方法等をアドバイスす
ることで、地域での支えあい活
動を後押ししていきます。

介護･高齢者支援課

・リハビリテーション専門職が地
域の高齢者を支援する仕組みと
して定着しつつある。
・地域で活動するリハビリテー
ション専門職による任意団体（中
野リハビリテーション協議会）が
発足したため、今後は同会との
連携・協力関係を構築しつつ、高
齢者支援を進めていく。

・高齢者会館でのミニデイサービ
スの利用者等に対して、リハビリ
テーション専門職による支援を
行った。
・日程や内容については、１会館
につき、年間3回を上限として、
会館側と調整している。
・専門職の派遣については、東京
都介護予防・フレイル予防推進
支援センターの専門職派遣調整
事業を活用した。
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③介護予防の体系化と充実　（計画冊子ページ：P26）

自己評価： ○

自己評価： ○

④地域における介護予防や生活支援の取組の促進　（計画冊子ページ：P26）

自己評価： ○

自己評価： ○

自己評価： ○

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　地域での活動が介護予防につ
ながることを共有化し地域での
主体的な取組の広がりを進めて
いきます。

介護･高齢者支援課

・新型コロナウイルス感染症の拡
大の状況を考慮しつつ、地域で
の活動を継続できるよう支援し
ていく。
・ICTサポーターの地域での活
動を支援していく。

・新型コロナウイルス感染症の拡
大に伴い活動を自粛していた団
体に対して、活動再開に向けた
支援を行った。
・新たな取組として、ICTサポー
ターを募集し、高齢者のICT活
用を広げるための支援を開始し
た。

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　地域で気軽に参加できる介護
予防の取組として、区有施設が
少ない地域に民間施設をお借り
して、体操ができる場を提供し
ていきます。

介護･高齢者支援課

　新型コロナウイルス感染症対
策やスペースの確保の問題など
とともに、新たな民間施設をど
のように確保していくかが課題
となっている。

　6か所の民間施設を会場とし
て、「なかの元気アップ体操ひろ
ば」を実施した。

　地区担当のアウトリーチチーム
（生活支援コーディネーター）の
活動により地域資源の発掘を進
め、より身近な地域での活動を
促進するための支援を行ってい
きます。

すこやか福祉センター

　活動を休止している団体に対
する、新型コロナウイルス感染対
策を講じた上での活動の継続や
再開の支援。

　各地区のアウトリーチチームが
サロンや交流の場に参加し、新
型コロナウイルス感染予防策の
情報交換を行うなどの活動支援
を進めている。

　地域・社会資源把握支援システ
ムの導入により地域資源の共有
化や関係者のネットワーク化を
図っていきます。

介護･高齢者支援課
すこやか福祉センター

　地域資源の把握・収集をアウト
リーチチームが行っているが、趣
旨や意義を共有化することが必
要である。

　地域資源に関する情報の把握
や収集を進め、地域資源把握支
援システム（けあプロ・navi）で
公開することにより、関係者へ
の周知や共有化を進めている。

　介護予防の基本方針に基づき
高齢者の虚弱化を早期に発見
し、改善を図る取組を更に進め
ていきます。
　リハビリテーション専門職等が
ケアプランの段階から関与し早
期の機能回復を目指すととも
に、地域での日常的な取組を継
続的に行えるよう、自主団体等
に対し、運動や生活機能改善に
向けたアドバイスや指導を行っ
ていきます。

介護･高齢者支援課

　地域で活動するリハビリテー
ション専門職による任意団体（中
野リハビリテーション協議会）が
発足したため、今後は同会との
連携・協力関係を構築しつつ、高
齢者支援を進めていく。

・主に要支援相当を対象として、
住宅改修や福祉用具貸与に際し
て、地域包括支援センターの担
当者による訪問に、リハビリテー
ション専門職が同行し、高齢者
の身体状態や生活環境を確認の
上、専門的な助言を行った。
・地域の自主団体に対して、運動
や生活機能改善等のアドバイス
や介護予防に関する講話を行っ
た。
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計画進捗管理シート
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2

計画名称 高齢者保健福祉計画・第8期介護保険事業計画

課題 総合的な介護予防・生活支援

施策 生きがいづくりの支援

主な取組

①高齢者の居場所づくり・活動の支援　（計画冊子ページ：P27）

自己評価： ○

自己評価： ○

②シルバー人材センターへの支援　（計画冊子ページ：P27）

自己評価： ○

実現すべき状態
　高齢者の生活機能の維持・向上や生きがいづくりにつながる多様な取組や居場所が用意されています。加齢
に伴う身体自立度の低下や閉じこもり等ができる限り予防され、高齢者が生きがいを持って社会参加し、自
分らしくいきいきと元気で暮らしています。

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　社会状況の変化に伴う高齢者
の居場所づくりや地域活動のあ
り方の変化を、オンラインを活用
した活動等新たなつながりや支
えあいを生み出すチャンスと捉
え、高齢者を対象としたＩＣＴ活
用を積極的に支援していきま
す。

介護･高齢者支援課
すこやか福祉センター

　高齢者会館に配布したタブ
レット端末を地域での介護予防
事業に活用していくために、高
齢者会館とICTサポーターの連
携・協力を進めていく。

・高齢者会館にタブレット端末を
配布し、「オンライン体操」の体験
会を実施した。
・ICTサポーターを募集し、研修
を実施することで、29名を登録
した。

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　働く意欲がある高齢者のた
め、高齢者に適した仕事の受注
や職種の開拓を行う等、高齢者
自身が自主的に組織、運営にあ
たるシルバー人材センターに対
し、人件費等の補助を実施しま
す。

介護･高齢者支援課

　自主財源のさらなる確保のた
め、関連部署との調整や事業の
運営に必要な支援を継続してい
く。

　シルバー人材センターの円滑
な事業運営のため、区からの補
助金を交付することにより、高
齢者の雇用の確保や福祉の増進
を図ることができた。

　高齢者の居場所・活動の支援
の場としては、高齢者会館だけ
でなく区民活動センター等も利
用して事業を行うほか、町会・自
治会、中野区社会福祉協議会、
中野区シルバー人材センター、
地域で活動するボランティア団
体等と連携しながら、高齢者の
居場所や活動の場づくりを進
め、健康生きがいづくりや就労
等の活動を支援します。

すこやか福祉センター
介護･高齢者支援課

　高齢者の自主活動の促進と支
援。

　地域における身近な通いの場
である、高齢者会館や区民活動
センター等において、地域住民
団体や中野区社会福祉協議会等
の関係機関と連携しながら各種
介護予防啓発事業を実施し、来
所のきっかけづくりや継続した
支援を行っている。
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計画進捗管理シート
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1

計画名称 高齢者保健福祉計画・第8期介護保険事業計画

課題 在宅医療と介護の連携

施策 在宅医療・介護連携体制の推進

主な取組

①多職種による連携の推進　（計画冊子ページ：P30）

自己評価： ○

②退院後等に円滑に在宅療養につなげるための相談体制の強化　（計画冊子ページ：P30）

自己評価： ○

③在宅医療・介護人材の養成　（計画冊子ページ：P30）

自己評価： ○

自己評価： ○

実現すべき状態

　在宅での療養を必要とする高齢者が、状態の変化に応じ、適切な医療や介護を受けられる体制が整備され
ています。また、在宅療養に関わる医療機関や訪問看護ステーション、介護サービス事業所、その他のサービス
提供者が連携して24時間365日切れ目ないサービスを提供することにより、安心して療養生活を送ることが
できます。

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

・医療・介護従事者の代表が部会
委員を担う中野区地域包括ケア
推進会議在宅医療介護連携部会
を開催し、在宅療養に関する
様々な課題について検討、情報
共有を行った。
・医療・介護従事者に向けて医療
介護情報連携システムの利用促
進を図った。

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

・在宅療養相談窓口にて在宅療
養コーディネーターが区民や医
療・介護従事者の在宅療養に関
する相談に対応し、退院時の支
援を行っている。
・要支援者台帳システムを活用し
て相談者の情報を共有し、地域
包括支援センターとの連携を促
進した。

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　医療・介護従事者に対し、研修
等の情報提供を積極的に行い、
参加を促進します。 地域包括ケア推進課

　できるだけ多くの医療・介護従
事者が受講できるような実施方
法の検討が必要。　医療介護情報連携システム等

の情報ツールを活用し、研修等
の情報提供を行った。

　将来的に増大するサービスの
需要に対応するため、医療・介護
従事者間のより効率的な連携が
必要になってくることから、多職
種が参加し、連携を深めること
に資する研修を開催します。

地域包括ケア推進課

　できるだけ多くの医療・介護従
事者が受講できるような実施方
法の検討が必要。　医療・介護従事者の代表が部

会委員を担う中野区地域包括ケ
ア推進会議在宅医療介護連携部
会にて関連する研修情報やニー
ズを収集し、研修内容を検討の
上、企画・実施している。

　在宅療養者の増加に対応する
ために、医療と介護の資源が有
効に活用できるよう、多職種の
連携推進を目的とした地域ケア
会議を継続し、医療介護情報連
携システム等の普及や多職種の
情報共有が効率的に行える体制
の整備を推進します。

地域包括ケア推進課

　医療介護情報連携システムの
利用が進んでいないため、周知
と利用促進に取り組む。

　退院後等在宅での療養が必要
となった場合に、病院と地域の
資源が連携し早期に必要なサー
ビスが提供されるよう、区の相
談窓口である在宅療養コーディ
ネーター（在宅療養相談窓口）や
地域包括支援センターが区民か
らの在宅療養の相談の受付や関
係機関の調整を行い、在宅療養
生活を支援します。

地域包括ケア推進課

　区内のみならず近隣区の医療
機関との連携が必要となるた
め、在宅療養相談窓口の周知に
取り組む。

- 6 -



④２４時間３６５日の在宅医療・介護の提供体制の推進　（計画冊子ページ：P30）

自己評価： ○

⑤介護施設・在宅サービス等の「新たな介護需要増」への対応　（計画冊子ページ：P31）

自己評価： △

⑥区民が望む在宅療養生活の実現　（計画冊子ページ：P31）

自己評価： ○

自己評価： ○

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

・ACP（アドバンスケアプランニ
ング）普及啓発事業として、区民
向け講演会や区内医療・介護従
事者向け研修会を企画し実施し
た。
・普及啓発ツールとして、ACP
（アドバンスケアプランニング）の
標語を掲載した横断幕を作成し
区役所に掲示した。

　区民が看取りを望む場所とし
て、在宅での看取りを選択する
ことができるように、看取りの
対応ができる地域の医療・介護
資源の確保と、医療・介護従事
者が本人の意思を共有し連携が
行われる体制の整備を目指しま
す。

地域包括ケア推進課

　在宅での看取りやそれに対応
する医療・介護サービスについ
ての周知が進んでいないため、
普及啓発が必要。

・在宅療養相談窓口にて看取り
に対応できる在宅療養支援診療
所や訪問看護事業所等のコー
ディネートを実施した。
・ACP（アドバンスケアプランニ
ング）普及啓発事業として、区内
医療・介護従事者向け研修会を
企画し実施した。

　要支援・要介護高齢者が安心し
て在宅生活を送るために、在宅
療養支援診療所や定期巡回・随
時対応型訪問介護看護等の24
時間365日対応できる医療や
介護のサービス提供体制を推進
します。
　また、在宅療養者の容態急変
時等に対応するため、緊急一時
入院病床確保事業も継続しま
す。
　さらに、介護者に対する適切な
支援体制の確保のためにレスパ
イト機能の追加を検討します。

地域包括ケア推進課
介護･高齢者支援課

　定期巡回・随時対応型訪問介
護看護等の24時間365日対応
できる医療や介護のサービスの
情報が少ないため、窓口の相談
を通して蓄積したり、中野区介
護サービス事業所連絡会等と連
携して対応する。

・在宅療養相談窓口にて在宅療
養支援診療所や訪問看護事業所
等のコーディネートを行い、２4
時間365日対応できる医療や
介護のサービス提供体制づくり
を支援した。
・在宅療養緊急一時入院病床確
保事業を実施し、在宅療養者の
容態急変時等に対応する体制を
継続した。

　療養病床入院患者の在宅医療
等への移行促進による新たな介
護サービスのニーズに対応する
ため、特別養護老人ホームや制
度改正で創設された介護医療院
といった介護施設での受け皿を
確保するとともに、訪問介護・訪
問看護等の在宅サービスの供給
については、第８期計画期間中
における必要量を計画的に見込
み、給付費に不足が生じないよ
う対応します。

介護･高齢者支援課

　公有地を活用した誘導整備を
今後も進めていく。

・特別養護老人ホームの新たな
建設の誘導や整備はできなかっ
たが、令和２（2020）年1月に
は、介護医療院が１か所開設して
いる。
・在宅サービスの供給について
は、給付費に不足が生じないよ
う対応している。

　医療・介護従事者の支援のも
と、区民が主体的に在宅療養生
活についてプランニングし、自ら
が望む在宅療養生活を実現でき
るようにＡＣＰ（アドバンスケアプ
ランニング）の普及啓発を行い
ます。 地域包括ケア推進課

　区民へのACP（アドバンスケア
プランニング）の普及啓発は、開
始後間もないため限定的であ
る。身近な地域で講演会を開催
し、普及啓発を進めていく。
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計画進捗管理シート

2

2

計画名称 高齢者保健福祉計画・第8期介護保険事業計画

課題 在宅医療と介護の連携

施策 在宅療養に関する区民への啓発、理解促進

主な取組

①在宅療養、在宅での看取り等についての区民への啓発　（計画冊子ページ：P32）

自己評価： ○

②かかりつけ医、かかりつけ歯科医、かかりつけ薬局の推進　（計画冊子ページ：P32）

自己評価： ○

実現すべき状態

　在宅での療養を必要とする高齢者が、状態の変化に応じ、適切な医療や介護を受けられる体制が整備され
ています。また、在宅療養に関わる医療機関や訪問看護ステーション、介護サービス事業所、その他のサービス
提供者が連携して24時間365日切れ目ないサービスを提供することにより、安心して療養生活を送ることが
できます。

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

・在宅療養相談窓口にて看取り
に関する相談に対応したり、看
取りに対応できる医療介護事業
所の情報提供を行った。
・ACP（アドバンスケアプランニ
ング）普及啓発事業として、区民
向け講演会や区内医療・介護従
事者向け研修会を企画し実施し
た。

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　医師会、歯科医師会、薬剤師会
の「かかりつけ紹介窓口」の活用
等、区民への啓発に努めます。

地域包括ケア推進課

　区民に訪問診療等に対応でき
る地域医療資源の周知が進んで
いない。窓口の相談や在宅療養
ハンドブックの配布を通して普
及啓発を進める。

　中野区地域包括ケア推進会議
在宅医療介護連携部会企画編集
の在宅療養ハンドブックに「かか
りつけ紹介窓口」を掲載し、在宅
療養を検討している区民に配布
している。

　在宅療養や在宅での看取り等
について、講演会、ホームペー
ジ、パンフレット等による情報提
供を推進します。
　ＡＣＰ（アドバンスケアプランニ
ング）に取り組み、区民が自らの
希望により尊厳を持った療養生
活を選択できることを目指しま
す。

地域包括ケア推進課

　区民へのACP（アドバンスケア
プランニング）の普及啓発は、開
始後間もないため限定的であ
る。身近な地域で講演会を開催
し、普及啓発を進めていく。
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計画進捗管理シート

3

1

計画名称 高齢者保健福祉計画・第8期介護保険事業計画

課題 認知症対策と虐待防止

施策 認知症とともに暮らすための地域支援体制の構築

主な取組

①認知症への理解促進と地域での対応力の向上　（計画冊子ページ：P35）

自己評価： ○

自己評価： ○

②認知症予防への取組　（計画冊子ページ：P35）

自己評価： ○

実現すべき状態

　認知症の人本人や家族が、生活上の困難が生じた場合であっても重症化を予防しつつ、周囲や地域の理解
と協力のもと、希望を持って、住み慣れた地域で尊厳が守られ、自分らしく暮らし続けることができています。
　認知症に対する正しい知識が普及され、地域住民をはじめ、医療・介護の関係機関による認知症の人本人や
家族、支援者への支援体制が整い、認知症の有無にかかわらず、通いの場や情報交換ができる身近な地域拠
点が整備され、認知症になってもできる限り地域で継続して生活できる環境がつくられています。
　高齢者の虐待に対しては、早期発見・早期対応のための環境づくりが進んでいます。
　また、高齢者の権利が保障され、介護をする家族の負担を軽減するためのサービスが周知されています。

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　区民・関係機関向けに「中野区
版認知症ケアパス（人生100年
時代の備え！認知症あんしんガ
イド）」を発行し、地域包括支援セ
ンターや区民活動センターに配
置した。また、民生委員の協力を
得て高齢者調査時に配布した。

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　多くの研究から生活習慣病の
予防や社会参加による社会的孤
立の解消や役割の保持等に認知
症の発症を遅らせる可能性が示
唆されていることを踏まえ、正
しい理解に基づき、予防を含め
た認知症に備える取組が必要で
す。予防事業の充実と参加率の
向上を図ります。

地域包括ケア推進課

　軽度認知障害（MCI)の人に向
けた予防行動の勧奨が必要であ
る。介護予防講座の参加支援を
行う。

　地域包括支援センターと連携
して認知症予防教室を実施し、
認知症予防のための生活習慣や
社会参加の勧奨を行った。

　講演会や研修、展示等の実施
や「中野区版認知症ケアパス人
生１００年時代の備え！認知症
あんしんガイド」の発行（更新）に
より、認知症について区民や関
係機関の理解を更に促進すると
ともに、認知症について相談で
きる窓口の周知を進め、小さな
きっかけから、予防や受診につ
ながる可能性を広げていきま
す。

地域包括ケア推進課

　若年性認知症を含めた認知症
の相談先の周知が進んでいない
ため、継続して普及啓発に取り
組む。

　「認知症バリアフリー」を推進
し、認知症になっても安心して
暮らせる地域づくりを進めま
す。認知症サポーター、サポート
リーダーを養成し、オレンジカ
フェ、家族会、グループホーム等
で様々な活動が行われ、地域の
ネットワークが構築されるよう、
積極的な支援を行います。
　また、認知症の人が認知症に
なっても希望を持って住み慣れ
た地域で継続して暮らすことが
できる姿や自身の希望、必要と
していることを発信するための
支援を行います。

地域包括ケア推進課

　認知症の人本人の参加の促進
や声を発信する支援の取組に
至っていない。・認知症への理解を促進するた

めに、世界アルツハイマーデーに
合わせ、認知症オレンジカフェ、
家族会等と連携しパネル展や個
別相談会を開催した。
・区内各地域で認知症サポー
ター養成講座を実施した。さら
に、ステップアップ講座の位置づ
けで、認知症サポートリーダー養
成講座を実施している。
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③認知症の早期発見・早期対応への取組　（計画冊子ページ：P35）

自己評価： ○

自己評価： ○

④地域での生活を支える介護サービス等の充実　（計画冊子ページ：P36）

自己評価： ○

⑤認知症相談体制の強化　（計画冊子ページ：P36）

自己評価： ○

自己評価： ○

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　軽度認知障害（ＭＣＩ）の段階で
早期に診断され、状態に応じた
適切な治療や支援が受けられる
よう、認知症検診をモデル実施
し、予防事業の利用促進や中野
区医師会の「認知症アドバイザー
医制度」を活用して、認知症の専
門医につなぐことのできる相
談・支援体制を充実していきま
す。

地域包括ケア推進課

　認知症検診を先行して実施し
た自治体の情報では、初年度は
受診率が低い傾向がある。広報
や受診案内の方法を工夫し、受
診率向上に取り組む。

　認知症検診事業検討委員会を
設置し、事業実施に向けた検討
を進めた。令和4（２０２２）年度
に「中野区もの忘れ検診事業」と
して実施予定。

・認知症初期集中支援チーム事
業は、認知症が疑われる区民
に、他機関と連携しながら対応
した。
・認知症疾患医療センターは、
チーム員会議での助言や拠点型
センターのアウトリーチ機能を活
用し、同行訪問を実施した。

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　医療・介護従事者の認知症対
応力向上のために研修を実施
し、「医療・介護関係者向け認知
症対応ガイドブック」を更新し発
行します。 地域包括ケア推進課

　「医療・介護関係者のための認
知症対応ガイドブック」の活用が
進んでいないため、関係機関へ
の周知に取り組む。

・医療・介護関係者向けに研修会
や連絡会を実施した。
・「医療・介護関係者のための認
知症対応ガイドブック」の情報を
更新して発行し、関係機関に配
布している。

　認知症疾患医療センター等専
門医や認知症初期集中支援チー
ム員会議を活用して、相談にあ
たる職員やケアマネジャー等介
護関係職員の認知症に関する対
応能力の向上を図ります。

地域包括ケア推進課

　複雑化・困難化した事例が増加
しており、チーム員会議の機会
を更に活用することが求められ
る。

　認知症初期集中支援チーム員
会議に、地域包括支援センター
及び関係ケアマネジャー等介護
関係職員も参加し、認知症疾患
医療センター等専門医の助言の
もと対応を協議した。

　認知症疾患医療センター等と
連携した事業を継続し、認知症
が疑われる区民に対し、すこや
か福祉センターに設置したアウ
トリーチチーム（地区担当）によ
る早期発見や認知症初期集中支
援チームによる対応を行いま
す。

地域包括ケア推進課

　独居等キーパーソン不在や、攻
撃的言動がある等、対応が困難
で時間がかかる事例が増加して
おり、多職種による連携が一層
求められる。

　小規模多機能型居宅介護、定
期巡回・随時対応型訪問介護看
護、認知症高齢者グループホー
ム等、地域密着型サービスを中
心として、認知症高齢者が地域
での生活を継続していくために
必要なサービスを拡充します。
　また、介護サービスを補完する
法外サービスにより、徘徊高齢
者やその家族が地域で安心して
暮らしていくことを支援します。

介護･高齢者支援課

・徘徊高齢者探索サービスは、こ
こ数年、加入者数に大きな変化
がないため、制度の広報等につ
いて検討する必要がある。
・携帯電話の位置情報を活用し
た探索機能が普及してきた状況
を考慮し、サービスの内容を見
直す必要がある。

・徘徊高齢者やその家族が、地域
で安心して生活できるよう、必
要なサービスを実施している。
・認知症高齢者等個人賠償責任
保険加入者数：85人（令和４（２
０２２）年３月末現在）
・徘徊高齢者探索サービス加入
者数：25人（令和４（２０２２）年
３月末現在）
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自己評価： ○

⑥認知症の人本人や家族、支援者等への支援や居場所づくり　（計画冊子ページ：P36）

自己評価： ○

自己評価： ○

⑦若年性認知症への取組　（計画冊子ページ：P36）

自己評価： ○

　成年後見制度を利用する原因
が認知症である割合が高い現状
があることから、権利擁護事業
を行う地域包括支援センターの
対応能力の向上を図るため、法
務等の支援を行います。

地域包括ケア推進課

　８か所の地域包括支援セン
ター間の事例の共有のため、事
例集を作成する。　東京三弁護士会よりそれぞれ

交代で3人の弁護士による法務
支援事業を実施し、地域包括支
援センターの事例検討を行っ
た。

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　認知症やその対応方法につい
て家族が正しい知識を持つこと
で介護の負担軽減を目的に講習
会や家族介護教室を継続しま
す。

地域包括ケア推進課

　働く世代が相談できる機会の
確保や講習会の参加促進が必
要。　認知症講習会や定期的な個別

相談会を開催し、認知症の対応
方法について情報提供し、家族
の介護負担の軽減を図った。

　地域において認知症の人本人
や家族、支援者が孤立をしない
ために認知症の人本人や家族、
支援者が通うことができ、専門
的な相談ができたり、気軽に情
報交換ができる身近な地域拠点
を整備し運営の支援を行いま
す。

地域包括ケア推進課

　認知症地域支援事業の区民へ
の周知と地域での定着を図る。

　認知症の人やその家族、支援
者が交流・相談できる地域拠点
の整備を含む、認知症地域支援
推進事業の実施準備を進めた。

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　若年性認知症の人の特性等に
ついて区民の理解を深めるよう
啓発活動を行います。
　また、若年性認知症専門の相
談窓口を設置し、相談支援を行
うとともに事例を蓄積し、ニーズ
に対応した支援体制や施策
（サービス）の構築につなげま
す。

地域包括ケア推進課

　若年性認知症への理解や相談
先の周知が進んでいない。早期
に必要な支援に繋がるよう、若
年性認知症を含めた認知症の相
談窓口の周知を強化する。

・若年性認知症相談窓口の相談
支援及び支援者向けの研修会を
実施した。
・地域の医療・介護従事者との連
絡会を行い、支援方法について
の検討や情報共有を行った。
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計画進捗管理シート

3

2

計画名称 高齢者保健福祉計画・第8期介護保険事業計画

課題 認知症対策と虐待防止

施策 高齢者の虐待防止

主な取組

①虐待防止のための啓発・広報活動　（計画冊子ページ：P37）

自己評価： ○

②関係機関との連携強化　（計画冊子ページ：P37）

自己評価： ○

実現すべき状態

　認知症の人本人や家族が、生活上の困難が生じた場合であっても重症化を予防しつつ、周囲や地域の理解
と協力のもと、希望を持って、住み慣れた地域で尊厳が守られ、自分らしく暮らし続けることができています。
　認知症に対する正しい知識が普及され、地域住民をはじめ、医療・介護の関係機関による認知症の人本人や
家族、支援者への支援体制が整い、認知症の有無にかかわらず、通いの場や情報交換ができる身近な地域拠
点が整備され、認知症になってもできる限り地域で継続して生活できる環境がつくられています。
　高齢者の虐待に対しては、早期発見・早期対応のための環境づくりが進んでいます。
　また、高齢者の権利が保障され、介護をする家族の負担を軽減するためのサービスが周知されています。

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　どのようなことが虐待にあた
るのか等、虐待に関する知識や
成年後見制度の普及を促すた
め、パンフレットやポスター等の
作成・配布、講演会の開催等、高
齢者の人権を擁護するために必
要な広報活動を強化します。
　また、高齢者虐待に関する区
民等からの相談受付や通報先と
して位置づけている地域包括支
援センターを積極的に周知して
いきます。

福祉推進課

　10月、2月の講演会は会場と
Zoom開催のハイブリッド形式
で実施した。今後も多くの方が
参加しやすいZoom形式等での
双方向の開催方法について検討
を進めていく。

・人権パネル展として、中野駅
ガード下ギャラリーで高齢者虐
待の啓発パネルを展示した（１２
月４日～１２日）。
・障害福祉課と共催で、「成年後
見制度における意思決定支援と
は」と題した講演会を実施した
（１０月２６日）。講師は水島俊彦
弁護士。
・「コロナ禍における障害者・高
齢者の虐待防止を考える」と題
した講演会を実施した（２月２２
日）。講師は日本福祉大学　綿祐
二教授。

　潜在的な虐待の防止や見守
り、発見時の迅速で適切な対応
を行うため、地域包括支援セン
ター職員やケアマネジャー等関
係機関職員、専門家（弁護士、精
神科医等）を含めた専門ケース
会議を定期的に開催し、連携を
強化します。
　さらに、弁護士による地域包括
支援センター法務支援事業を行
い専門職との連携を強化しま
す。

福祉推進課

　１０月の講演会は会場と
Zoom開催のハイブリッド形式
で実施した。今後は、高齢者支援
専門ケース会議についても
Zoom開催で多くの関係者が参
加できるような体制について検
討していく。

・高齢者支援専門ケース会議を
８月１８日、１１月１６日、１月１３
日、３月８日の計５回実施した。
・「養護者はなぜ虐待してしまう
のか？」と題した講演会を実施
した（１０月６日）。講師は淑徳大
学　山口光治教授。
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③高齢者虐待対応マニュアルの周知　（計画冊子ページ：P37）

自己評価： ○

④緊急一時宿泊事業の実施　（計画冊子ページ：P37）

自己評価： ○

⑤介護ストレス解消のための相談対応や家族同士の交流の充実　（計画冊子ページ：P38）

自己評価： ○

自己評価： ○

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

・地域包括支援センター新規配
属職員への区の体制の説明及び
高齢者虐待対応マニュアルの配
布を行った。
・介護保険事業者集団指導の
際、虐待対応の資料として希望
する事業者への高齢者虐待対応
マニュアルの配布について、周
知を行った。

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　家族の入院等で介護者が急に
介護できなくなった場合や高齢
者虐待等で在宅生活の継続が困
難になった場合等に利用できる
よう、特別養護老人ホーム等の
受入れ委託施設を確保し利用促
進に努めます。

福祉推進課

　特別養護老人ホーム等の空き
ベッドを利用する運用となって
いるため、緊急時満床で利用で
きない事態も発生している。委
託施設の更なる拡充について検
討していく必要がある。

・要綱改正を行い、利用期間を
原則７日から１４日に変更して利
便性の向上を図った。
・新たに特別養護老人ホーム１か
所と委託契約を行い、利用先の
拡充につなげた。

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　専門的な相談対応や家族同士
の交流を通じて家族の介護スト
レスを解消するため、家族介護
教室を実施します。

すこやか福祉センター

　引き続き新型コロナウイルス感
染症の感染予防に配慮しなが
ら、効果的なプログラムを実施
していく。

　介護に係る専門職による講座
やグループ懇談会を、区内社会
福祉法人等に委託して実施し
た。実施にあたっては新型コロ
ナウイルスの感染予防に配慮し、
定員や時程等を工夫した。

　地域において認知症の人本人
や家族、支援者が孤立しないた
めに認知症の人本人や家族、支
援者が通うことができ、相談や
情報交換ができるオレンジカ
フェ等の身近な地域拠点を整備
し、運営の支援を行います。

地域包括ケア推進課

・新型コロナウイルス感染症の影
響で活動休止中のオレンジカ
フェがあるため、活動再開に向
けた支援を行う。
・認知症地域支援事業の区民へ
の周知と地域での定着を図る。

・区内１９か所の認知症オレンジ
カフェの活動場所の確保や運営
の支援を行った。
・認知症の人やその家族、支援者
が交流・相談できる地域拠点の
整備を含む「認知症地域支援推
進事業」の実施準備を進めた。

　虐待発見時の連絡体制や虐待
相談・通報があった場合の対応、
介護関係者が関与すべき範囲、
困難事例への対応方法、個人情
報の保護等、虐待に対する対
応、連携体制等を内容とした中
野区高齢者虐待対応マニュアル
（第３版）の周知に努めます。

福祉推進課

・介護保険事業者への高齢者虐
待対応マニュアルの配布方法の
検討。
・個別支援会議等の場での参加
事業者（ケアマネジャー）に対す
るマニュアル配布について検討
を進める。
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計画進捗管理シート

4

1

計画名称 高齢者保健福祉計画・第8期介護保険事業計画

課題 いつまでも安心して暮らし続けていけるための基盤整備

施策 在宅生活を支援するサービスの充実

主な取組

①一人暮らし高齢者等への支援　（計画冊子ページ：P41）

自己評価： ○

②地域密着型サービス拠点の整備　（計画冊子ページ：P41）

自己評価： ×

③要介護高齢者等に対するショートステイの充実　（計画冊子ページ：P42）

自己評価： ×

実現すべき状態
　在宅での介護を必要とする高齢者が、身近な地域にあるサービスを利用して、安心して住み慣れた地域で暮
らしています。また、生活スタイルに合わせた住宅が整備されています。
　在宅での生活が困難になったときに、専門的なケアや訓練を行える入所型施設が十分に整備されています。

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　3年ぶりに実施した民生委員
の高齢者訪問調査により、対象
者の実態を把握することができ
た。調査の結果を受けて、地域
包括支援センターやすこやか福
祉センターの訪問が必要な人が
545人判明し、必要な支援につ
なげた。

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　区内の日常生活圏域ごとに、
地域密着型サービスのうち小規
模多機能型居宅介護、定期巡
回・随時対応型訪問介護看護を
提供するサービス拠点を誘導整
備します。 介護･高齢者支援課

　引き続き事業者の公募や土地
所有者への周知を行っていく。

　地域密着型サービス等を行う
事業者の公募や土地所有者への
周知を行ったが、小規模多機能
型居宅介護、定期巡回・随時対
応型訪問介護看護を提供する
サービス拠点を誘導整備するこ
とはできなかった。

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　一人暮らしや身寄りのいない
高齢者等が地域で安心して生活
するため、民生児童委員による
高齢者訪問調査や社会福祉協議
会が行う「あんしんサポート」、地
域団体が行う見守り活動、地域
包括支援センター、アウトリーチ
チーム（地区担当）等複数の関係
機関が連携し、相談、支援、見守
りを行う体制をつくります。

地域活動推進課

　対面による訪問調査は、要支
援者の実態を把握する上で有効
な手段であるが、新型コロナウイ
ルス感染症等の影響下において
は、対面調査の手法も検討する
必要がある。

　区内の特別養護老人ホームに
併設されているショートステイ
（短期入所）施設のベッド数に加
え、新規に整備誘導する特別養
護老人ホームには定員の１割以
上のショートステイの整備誘導
を図り、ショートステイのベッド
数を充実します。確保したベッド
はショートステイのほか、家庭内
の事情や災害等により在宅での
生活が困難な方に対する緊急時
の一時宿泊事業にも活用しま
す。

介護･高齢者支援課

　公有地を活用した誘導整備を
今後も進めていく。

　新たに特別養護老人ホームを
整備、誘導することができな
かったため、ショートステイの
ベッド数の確保もできなかっ
た。
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計画進捗管理シート

4

2

計画名称 高齢者保健福祉計画・第8期介護保険事業計画

課題 いつまでも安心して暮らし続けていけるための基盤整備

施策 住み慣れた地域で暮らし続けるための住まいの確保

主な取組

①高齢者のための住宅の確保　（計画冊子ページ：P43）

自己評価： ○

自己評価： ○

自己評価： ○

②認知症高齢者グループホームの誘導整備　（計画冊子ページ：P43）

自己評価： △

実現すべき状態
　在宅での介護を必要とする高齢者が、身近な地域にあるサービスを利用して、安心して住み慣れた地域で暮
らしています。また、生活スタイルに合わせた住宅が整備されています。
　在宅での生活が困難になったときに、専門的なケアや訓練を行える入所型施設が十分に整備されています。

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　真に住宅に困窮している世帯
が入居できるよう、区営住宅と
福祉住宅を適切に運営します。

住宅課

　将来にわたり区営住宅と福祉
住宅を有効に活用していくため
に、計画的に修繕を実施してい
く必要がある。

　住宅に困窮している所得が一
定基準以下の住宅確保要配慮者
が入居できるよう、指定管理制
度を活用しながら適切な運営を
行った。

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　認知症高齢者が身近な地域で
安心して在宅生活を送るため
に、認知症高齢者グループホー
ムについて、日常生活圏域ごと
に必要とされるサービス量を見
込み、生活圏域ごとにバランス
よく整備できるよう事業者の誘
導を行います。

介護･高齢者支援課

　引き続き地域密着型サービス
等の公募や土地所有者への周知
を行っていく。　鷺宮圏域に、１施設（３ユニット

２７名定員）を新たに誘導、整備
することができた。

　緊急通報システムの導入強化
や地域における見守り体制の充
実により家主の持つ高齢者等の
入居への不安感を取り除くとと
もに、中野区社会福祉協議会が
行っている「あんしんサポート」
の周知や、住まい探しの相談窓
口の役割を担うＮＰＯ法人等へ
の支援を行い、スムーズな入居
を支援する仕組みづくりを行い
ます。

住宅課

　個々の相談窓口や団体では担
えない支援を補い合い、様々な
切り口からアプローチできるよ
うな仕組みづくりを進めていく。
そのためには、居住支援協議会
などを通じ、団体相互の連携を
さらに強化し、相談し合えるよう
な環境づくりが重要である。

・家主等の持つ不安感を取り除
くため、入居支援事業を見直し
充実を図った。
・入居支援事業と、区や社会福祉
協議会、事業者の行う地域の見
守りに関する事業を併せた案内
を作成し、民生児童委員や地域
包括支援センター、不動産店等
に周知を行うことで、各団体・相
談窓口の情報共有・連携を促進
した。

　行政（住宅部門、福祉部門）、不
動産関係団体、居住支援団体等
が連携し一体となった居住支援
協議会の効果的な事業運営によ
り、生活支援が必要な高齢者と
受け入れ先の賃貸人の双方に対
し、入居時から退去時まで切れ
目のない適切な支援を行いま
す。

住宅課

　引き続き、住宅、福祉両部門の
相互理解の促進と連携強化を進
めるため、高齢者と賃貸人の双
方に対する情報共有を強化して
いく必要がある。

・居住支援協議会が設立間もな
いことから、まず事業運営部会
を中心に住宅、福祉両部門の相
互理解を深めることに注力し
た。
・相談マニュアルや、それぞれの
窓口相互の連携のあり方などに
ついて意見交換、情報交換を
行った。セミナーの開催により、
両部門の事例対応や課題認識な
どを共有できた。
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③都市型軽費老人ホームの誘導整備　（計画冊子ページ：P44）

自己評価： ×

④特定施設入居者生活介護の誘導　（計画冊子ページ：P44）

自己評価： ○

⑤住宅型有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅の整備にかかる都区連携　（計画冊子ページ：P44）

自己評価： △

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　自立した生活が難しい低所得
の高齢者に対し、安定した住ま
いを提供するため、都市型軽費
老人ホームを整備します。 介護･高齢者支援課

　引き続き都市型軽費老人ホー
ムの公募や土地所有者への周知
を行っていく。　都市型軽費老人ホームの公募

や土地所有者への周知を行った
が、誘導整備することができな
かった。

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　介護付有料老人ホームやケア
ハウス等の入居者が受ける特定
施設入居者生活介護について
は、一定程度充足していると判
断しています。今後も、東京都が
示す区西部圏域の整備目標数の
範囲で、優良なサービスの質と
量が確保できるよう努めます。

介護･高齢者支援課

　引き続き都と連携を図りなが
ら優良なサービスの質と量の確
保に努めていく。　東京都が示す区西部圏域の整

備目標数の範囲で、協議を行っ
た。

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

・令和３（２０２１）年度中に、１か
所の住宅型有料老人ホームと２
か所の介護付有料老人ホームが
開設された。
・令和4（２０２２）年度に１か所の
介護付有料老人ホームの開設が
予定されている。

　区は都と連携を図りながら、住
宅型有料老人ホームやサービス
付き高齢者向け住宅の区内の開
設状況を踏まえ、適切なサービ
ス基盤整備を進めていきます。
　また、施設内で介護サービスが
利用できるように、住宅型有料
老人ホームから介護付有料老人
ホームへの指定支援を行ってい
きます。

介護･高齢者支援課

　住宅型有料老人ホーム等の運
営事業者との連携を密にしてい
く必要がある。
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計画進捗管理シート

4

3

計画名称 高齢者保健福祉計画・第8期介護保険事業計画

課題 いつまでも安心して暮らし続けていけるための基盤整備

施策 入所型施設の整備促進

主な取組

①介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）の整備　（計画冊子ページ：P45）

自己評価： ×

②介護老人保健施設の整備　（計画冊子ページ：P45）

③介護医療院の誘導整備　（計画冊子ページ：P46）

自己評価： ○

実現すべき状態
　在宅での介護を必要とする高齢者が、身近な地域にあるサービスを利用して、安心して住み慣れた地域で暮
らしています。また、生活スタイルに合わせた住宅が整備されています。
　在宅での生活が困難になったときに、専門的なケアや訓練を行える入所型施設が十分に整備されています。

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　令和元年(2019年)７月、区内
に２か所目の介護老人保健施設
（定員64人）が開設されました。
区の北部と南部に１か所ずつ整
備できたため、当面は整備を見
送ります。

介護･高齢者支援課

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　ここ数年は介護療養病床１か
所で役割を担ってきましたの
で、第８期の整備目標は設定し
ませんが、将来的には医療的な
ケアを必要とする利用者の増加
が見込まれるため、開設の意向
がある事業者があれば、調整を
行っていきます。

介護･高齢者支援課

　引き続き、開設の意向がある
事業者があれば、必要な情報の
提供や関連部署との調整等を進
めていく。

　開設の意向のある事業者の応
募はなかった。

　介護老人福祉施設について
は、令和３年度(2021年度)か
ら令和５年度(2023年度)には
開設できる予定がないため、令
和７年(2025年)までの高齢者
人口の増加や一人暮らし高齢者
の増加の見込みを踏まえて、在
宅での介護が困難となったとき
の入所施設として、地域密着型
介護老人福祉施設も含め区内で
100名定員の介護老人福祉施
設の誘導整備を目指します。

介護･高齢者支援課

　公有地を含めて、施設の誘導
や整備を進めていく。

　事業者の応募がなかったた
め、施設の誘導や整備ができな
かった。
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計画進捗管理シート

4

4

計画名称 高齢者保健福祉計画・第8期介護保険事業計画

課題 いつまでも安心して暮らし続けていけるための基盤整備

施策 災害や感染症等の発生に備えた体制整備

主な取組

①災害時の避難に支援を要する区民への支援策と福祉避難所等の整備　（計画冊子ページ：P47）

自己評価： ○

自己評価： ○

②感染症発生時等への対応のための事業継続支援　（計画冊子ページ：P47）

自己評価： ○

実現すべき状態
　在宅での介護を必要とする高齢者が、身近な地域にあるサービスを利用して、安心して住み慣れた地域で暮
らしています。また、生活スタイルに合わせた住宅が整備されています。
　在宅での生活が困難になったときに、専門的なケアや訓練を行える入所型施設が十分に整備されています。

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　「災害時個別避難支援計画書」
の作成支援を行います。本人と
支援者があらかじめ災害時の避
難行動を確認しておくことで、
発災時の的確な避難行動に備え
ています。名簿には計画書から
避難行動に必要となる情報も記
載しており、有効に活用してい
きます。

地域活動推進課

　支援者のいない要支援者に対
する支援について、町会・自治
会、地域防災会、民生児童委員
等と協力事業者が連携した見守
り活動や有効的な救護活動につ
いて体制を構築する必要があ
る。

・「災害時個別避難支援計画書」
の作成を進め、３，６４８件の計
画書が新たに作成された（令和
4（２０２２）年３月末現在）。
・避難行動要支援者名簿の更新
を行った。

　避難所に避難した被災者のう
ち、避難所生活を継続すること
が困難になった高齢者等につい
ては、区内の高齢者施設等15か
所を高齢者対象の福祉避難所と
して指定し、救援、救護活動を行
うこととしています。今後も、特
養等の施設整備に合わせて福祉
避難所の拡充を図っていきま
す。

防災危機管理課

　更なる福祉避難所の拡充を
図っていくことや新型コロナウイ
ルス感染症対策を講じた福祉避
難所の運営を考えていくことが
必要である。

　避難所生活を継続することが
困難になった高齢者等の救援、
救護活動を実施する福祉避難所
の指定か所を１５か所から２０か
所に増やした。

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　新型コロナウイルス等の感染
防止対策には通常よりも多くの
経費がかかるため、事業所に対
して区独自の補助金を支給した
り、国や都の協力も受けながら
マスク等の衛生物品の優先供給
を行ってきました。今後も、物品
の配布等、事業継続に必要な支
援を行います。

介護･高齢者支援課

　国等の行う事業の動向を注視
し、事業者への正確な情報提供
に努めていく。・国や都の協力を得ながら、マス

ク等の衛生物品の配布等を継続
している。
・事業者が安定的に事業を継続
できるよう、必要な支援を継続
していく。
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計画進捗管理シート

5

1

計画名称 高齢者保健福祉計画・第8期介護保険事業計画

課題 介護保険制度の適正な運営

施策 介護保険制度の適正な運営

主な取組

①介護保険制度・介護サービス事業所の周知　（計画冊子ページ：P51）

自己評価： ○

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

実現すべき状態

　地域包括支援センターやケアマネジャーが作成するケアプランにおいて、心身機能だけでなく、活動、参加の
視点を取り入れるとともに、支援内容の適正化が図られ、対象者は、それに基づいた支援を受け、人としての
尊厳を持って家庭や地域でその人らしい生活を送っています。
　また、認知症をはじめとして介護が必要となった場合や、重度化して医療行為が必要となった場合でも、地
域の資源や、介護と医療の連携によるサービスが、家族や要介護者への十分なアセスメントのもとで提供でき
る体制が整っています。
　サービス利用者は、すこやか福祉センターと地域包括支援センターを中核として、困ったときにはいつでも相
談できる相談支援体制が整えられています。
　サービス利用者は、提供されるサービスの内容や契約事項に関する情報、事業者の事業運営状況等の情報
がわかりやすい形で入手できるとともに、サービス評価制度、苦情解決の仕組みにより、自分にあった健康福
祉サービスを自ら選択し、利用しています。
　介護保険法に基づく介護サービスや公的なサービス提供の担い手である民間サービス事業者は、適正な競
争により、個々の利用者のニーズにあった良質なサービスを提供しています。
　介護サービス事業所には、職歴の長いベテラン職員だけでなく様々な年代の職員がバランスよく配置され、
キャリアや職層に応じた処遇となっています。
　介護職場における文書負担が軽減されるとともに、仕事のやりがいを感じられる職場となっており、介護
サービス事業所のサービスが質・量ともに向上しています。

　多様化する介護サービスの利
用に向けて、必要なサービスの
選択ができるよう、十分な情報
の提供を行っていきます。地域
の活動団体に対し介護保険制度
の説明を行ったり、事業者の協
力を得て行っている「介護の日」
イベント等を通じて、制度周知に
努めるとともに、事業所と一般
区民との交流等によって気軽に
介護保険の情報や知識を得られ
る機会の提供等の取組も引き続
き実施します。
　また、介護職場や事業所の取
組を区民に身近に感じてもらう
ために、中野区介護サービス事
業所連絡会と協働して、パンフ
レットを作成し、広く周知を図る
等の取組を行うとともに、介護
サービス事業所の就労者の確保
を支援するため、介護事業の理
解を図る取組を支援します。

介護･高齢者支援課

　引き続き、介護保険制度の周
知や介護サービス事業所の就労
者の確保を支援していく必要が
ある。

・「介護の日」に、中野区介護サー
ビス事業所連絡会と協力して、
パネル展示や介護の仕事の魅力
を発信する映像の上映等を行っ
た。また、ケアマネジャーによる
介護に関する相談受付を実施
し、介護保険制度に関する情報
等の周知に努めた。
・介護サービス事業所の就労者
の確保、介護事業の理解を図る
こと等を目的としたウェブサイト
の運営への支援を行った。
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②安定した制度運営のための取組　（計画冊子ページ：P51）

自己評価： ○

③医療を含む多職種、事業者間での連携促進　（計画冊子ページ：P51）

自己評価： ○

④苦情への対応・事故報告の活用　（計画冊子ページ：P52）

自己評価： ○

自己評価： ○

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　長期的に安定した介護保険制
度とするため、「みんなで支え
る」視点での周知や介護保険料
の確実な徴収に努めていきま
す。
　また、保険料の改定において
は、低所得者層に配慮し、より応
能的な負担となるような保険料
率・段階の設定を行います。

介護･高齢者支援課

・WEB口座振替受付サービスの
導入等、手続の簡素化を行いな
がら、口座振替の勧奨、キャッ
シュレス決済の周知を進めてい
く。
・第９期に向け、給付費の増加を
考慮しながら、低所得者層にも
配慮した負担となるよう、保険
料率等の検討を進める必要があ
る。

・保険料の確実な徴収に向けた
取組として、口座振替加入の促
進及びキャッシュレス決済の導
入を行った。
・保険料については、低所得者層
に配慮した負担となるような料
率・段階の設定を行った。

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

・医療・介護従事者の代表が部会
委員を担う中野区地域包括ケア
推進会議在宅医療介護連携部会
を開催し、在宅療養に関する
様々な課題について検討、情報
共有した。
・医療・介護従事者に向けて医療
介護情報連携システムの利用促
進を図った。

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　事故報告については、事故内
容・原因・改善策を分析し、介護
サービス事業所に対する集団指
導等の場で留意事項として周知
する等、事故情報の共有化を図
ることにより同種の事故の再発
防止を図ります。重大な事故に
ついては、迅速な対応により利
用者の安全確保及び再発防止を
進めていきます。

介護･高齢者支援課

　利用者が、安心して介護サービ
ス事業所を利用し、適正なサー
ビスを受けられるよう、利用者
の声を受け止め、指導及び啓発
に反映させていく。

・事故報告書の様式を国の指定
様式に変更することにより、介
護事業所の負担を軽減した。
・提出された事故報告書の内容
の分析を行い、集団指導の場を
活用して情報を共有し、再発防
止に努めている。

　中野区介護サービス事業所連
絡会等への支援を引き続き行っ
ていくとともに、医療関係職種
との連携を促進するために、現
場で医療系サービスを行う専門
職による研修や報告会等を通
じ、現場での医療ケアと介護
サービスの連携を推進します。

地域包括ケア推進課

　医療介護情報連携システムの
利用が進んでいないため、周知
と利用促進に取り組む。

　サービス利用者から介護サー
ビス事業所に対する苦情につい
ては、「利用者権利」という側面
及び「適切なサービス提供が行
われているか」という側面を
チェックすることができる重要
なものです。この認識を更に徹
底して周知していくとともに、苦
情をしっかり受け止め、適正な
サービス提供とその質の向上に
活用していくよう、介護サービス
事業所に対し、引き続き啓発及
び指導を行います。

介護･高齢者支援課

　利用者が、安心して介護サービ
ス事業所を利用し、適正なサー
ビスを受けられるよう、利用者
の声を受け止め、指導及び啓発
に反映させていく。

・苦情等を聞き取る際には、利用
者の立場に立った傾聴を行って
いる。
・中立的な立場で事実確認を行
い、介護サービス事業所に対し
て、適切なサービスが提供され
るよう、必要な指導を行った。
・集団指導の場を活用して、課題
解決へのヒントとなる事例を紹
介し、同様のトラブルが発生しな
いよう、啓発を行っている。
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⑤高齢者の相談支援窓口の充実　（計画冊子ページ：P52）

自己評価： ○

⑥（介護予防）ケアマネジメントの質の向上　（計画冊子ページ：P52）

自己評価： ○

⑦介護給付費の適正化　（計画冊子ページ：P52）

自己評価： △

自己評価： ○

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　高齢者が要介護状態となるこ
と及び要支援・要介護状態から
の悪化を防止することにより、
高齢者自身が地域において自立
した日常生活を送れるよう、関
係機関等と連携し、中野区のケ
アマネジメントの基本指針に基
づき、ケアマネジメントの質の向
上を図っていきます。

介護･高齢者支援課

　今後もケアマネジャーなど関係
者とともにケアマネジメントの質
の向上を図っていく。・ケアプラン質の向上検討会を、

介護サービス事業所連絡会や地
域包括支援センターと協働で開
催した。
・居宅介護支援事業所の集団指
導において、ケアマネジメントの
基本方針等を周知した。

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　区内８か所の地域包括支援セ
ンターは、高齢者が安心して自
立生活を送ることができるよ
う、24時間365日の相談支援
サービスを提供しています。
　身近な地域の相談先で、地域
資源を活用したサービスや高齢
者向けサービス、介護保険制度
の情報等を得られやすくし、高
齢者の自立をバックアップしま
す。特に、多職種向けの研修等を
通じて、認知症高齢者及び在宅
療養者に対する対応能力の向上
を図ります。

地域包括ケア推進課

　独居等キーパーソンが不在で
あったり、攻撃性がある等困難
な事例が増加しており、多職種
がより一層連携しての相談支援
対応が求められる。

・地域包括支援センターは開設
時間における窓口・電話・訪問に
よる相談対応と、24時間電話受
付による緊急の相談対応を行っ
ている。
・地域に応じたサービスの展開
に加え、多職種向け研修を実施
するほか、地域のケアマネジャー
からの相談に応じる等、対応能
力向上に努めている。

ア　要介護認定の適正化
・業務分析データ等を活用して、状況を
把握します。
・業務分析データ等を活用して、東京都
や全国に対する区の介護認定調査の傾
向を把握し、適正に介護認定調査が行わ
れているか確認します。その結果を受
け、個別指導や研修等によって調査の一
層の適正化を図ります。
・基準に則った審査が行われるよう、事
務局内の情報共有を図るとともに、審査
判定結果の点検や区の介護審査内容に
関する傾向を分析し、審査会議長の会を
通じて研修を行うことで、審査会ごとに
差の生じない介護認定審査を行います。

介護･高齢者支援課

　新型コロナウイルス感染症の影
響を受けることなく、情報交換
の機会を持てるよう、各種会議
の開催方法を検討する必要があ
る。

・業務分析データ等を活用した
状況の把握や、東京都や全国と
の比較により、区の介護認定調
査が、適正に行われているかを
点検した。
・区の介護認定審査内容に関す
る傾向の分析や、審査会議長の
会を通じた研修を実施し、審査
会ごとに差が生じないようにし
た。
・新型コロナウイルス感染症の拡
大に伴い、審査会議長の会の開
催頻度が減り、情報交換の機会
が減った。

イ　ケアプラン点検
・ケアプラン質の向上検討会を地域包括
支援センターの圏域ごとに実施します。
提供事例のケアプランからアセスメント
における気づきを促し、自立支援のケア
マネジメント実践に活かす学びの場であ
り、各圏域内の居宅介護支援事業所に
対して、検討会への参加及び検討結果
の周知を行うことで、検討内容の共有化
を図ります。
・ケアプラン点検における「点検テーマ」
を設定し、事業計画３年間で区内全居宅
介護支援事業所の点検ができるよう計
画し実施します。

介護･高齢者支援課

　今後も、ケアプラン点検を計画
的に実施していく。

・ケアプラン質の向上検討会を
中野区介護サービス事業所連絡
会や地域包括支援センターと協
働で開催した（年8回）。
・AIを活用した効果的・効率的な
ケアプラン点検の方策に関する
調査研究事業への協力を行っ
た。
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自己評価： ○

自己評価： ○

自己評価： ○

自己評価： ○

エ　縦覧点検・医療情報との突合
・介護事業者から請求されている内容に
ついて、縦覧点検（算定回数、重複請求、
計画費等）を行うほか、医療情報突合リ
ストに保険者が点検するものがないか
定期的に確認します。請求に誤りがあれ
ば事業所に過誤申立て等するよう通知
するとともに、必要に応じて事業者への
指導を行います。

介護･高齢者支援課

　点検結果により過誤申立てを
通知した場合、その以降の請求
事務が適正に処理されているか
を確認していく。

・縦覧点検（算定回数、重複請
求、計画費、入退所を繰り返す受
給者、軽度者福祉用具貸与）及
び医療情報突合の点検を行っ
た。
・請求誤りがある場合には事業
者へ通知を行った。

オ　介護給付費通知
・通知内容や発送回数及び時期を工夫し
て、わかりやすい介護給付費通知を送付
します。また、介護保険システムで作成
することで、作業効率を高めて実施しま
す。
・受給者へ確実に周知されるよう、介護
保険だより等、他の通知や広報媒体と同
封して送付する等、周知方法を工夫しま
す。

介護･高齢者支援課

　今後も効率的な事務処理方法
を検討していく。ただし、給付と
関係のない他の通知書や広報媒
体を無秩序に同封することは、
受給者等の混乱を招く恐れもあ
ることから、現行方式が浸透す
るまで必要最小限に留める。

　平成30（2018）年度から、毎
年3月に介護保険システムで通
知書を作成し、通知の見方や
Q&Aなどを記載したリーフレッ
トを同封している。

カ　給付実績の活用
・介護給付適正化システムを活用して、
様々な条件により不適切な可能性のあ
る給付実績を抽出し、点検及び事業者へ
の確認後、過誤調整等の指導を行いま
す。

介護･高齢者支援課

　介護給付適正化システムの更
なる活用方法を検討していく。

・介護給付適正化システムを利
用して給付実績を確認し、ケア
プラン点検等に活かした。

ウ　住宅改修・福祉用具点検
・住宅改修において、疑義が生じやすい
改修内容や申請理由の類似する事例、
改修費用にポイントを絞り、適切な給付
が行われるよう効果的な実地調査を行
います。
・福祉用具貸与品目及び適正な価格に
ついて、事業者による利用者への説明や
周知の徹底を図ります。また、軽度者の
利用状況に着目し、特殊寝台の使用等、
保険者への確認等必要な手続きが行わ
れていることを点検し、適切な給付に向
けた事業者への指導を行います。

介護･高齢者支援課

・住宅改修において、疑義が生じ
るような場合は、ケアマネジャー
等から状況を正確に把握し、給
付の必要性について、区の内部
で慎重に検討を行う。
・利用者への説明や必要な手続
が確実に行われるよう、事業者
に対して、正確な情報を周知し
ていく。
・福祉用具購入に関しては、身体
状況と家族の介護力等を総合的
に勘案して、適正な審査に努め
る。

・住宅改修・特定福祉用具販売に
おいて、見積書・図面・写真等書
類の確認を徹底した。
・福祉用具の再購入については、
必ず事前に区の担当との相談を
実施した。
・主に軽度者の住宅改修・福祉用
具貸与に関して、リハビリテー
ション専門職が現地に同行し、高
齢者の状態確認や助言等を行っ
た。
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計画進捗管理シート

5

2

計画名称 高齢者保健福祉計画・第8期介護保険事業計画

課題 介護保険制度の適正な運営

施策 介護サービス事業所の支援と質の向上

主な取組

①介護人材の確保と専門職のスキルアップや研修の体系化　（計画冊子ページ：P55）

自己評価： ○

自己評価： ○

自己評価： ○

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　ケアマネジャーやヘルパー等を
対象として、各種研修を体系的、
計画的に実施することができ
た。

　以上の研修に加え、事業所職員
の段階的なキャリアアップのた
めの研修等を行うことにより従
事者等の定着を支援します。さ
らに今後、国が行うスキルアップ
の体制の変更や処遇改善策に適
切に対応し、都等の施策との整
合性を図りながら介護人材の確
保・定着のための必要な支援を
行います。

介護･高齢者支援課

　引き続き、東京都や中野区介
護サービス事業所連絡会と連携
を図りながら、優良なサービスの
質と量が確保できるよう努め
る。

　キャリアアップや介護人材の確
保・定着のための各種研修を実
施した。

実現すべき状態

　地域包括支援センターやケアマネジャーが作成するケアプランにおいて、心身機能だけでなく、活動、参加の
視点を取り入れるとともに、支援内容の適正化が図られ、対象者は、それに基づいた支援を受け、人としての尊
厳を持って家庭や地域でその人らしい生活を送っています。
　また、認知症をはじめとして介護が必要となった場合や、重度化して医療行為が必要となった場合でも、地域
の資源や、介護と医療の連携によるサービスが、家族や要介護者への十分なアセスメントのもとで提供できる
体制が整っています。
　サービス利用者は、すこやか福祉センターと地域包括支援センターを中核として、困ったときにはいつでも相
談できる相談支援体制が整えられています。
　サービス利用者は、提供されるサービスの内容や契約事項に関する情報、事業者の事業運営状況等の情報が
わかりやすい形で入手できるとともに、サービス評価制度、苦情解決の仕組みにより、自分にあった健康福祉
サービスを自ら選択し、利用しています。
　介護保険法に基づく介護サービスや公的なサービス提供の担い手である民間サービス事業者は、適正な競争
により、個々の利用者のニーズにあった良質なサービスを提供しています。
　介護サービス事業所には、職歴の長いベテラン職員だけでなく様々な年代の職員がバランスよく配置され、
キャリアや職層に応じた処遇となっています。
　介護職場における文書負担が軽減されるとともに、仕事のやりがいを感じられる職場となっており、介護サー
ビス事業所のサービスが質・量ともに向上しています。

　介護人材の裾野を広げる施策
として、介護の魅力ややりがいに
ついて区民の理解が深まる取組
を推進していきます。
　また、総合事業の担い手養成事
業を継続しながら、入門的研修
へ移行し、研修修了者に対して
介護施設等とのマッチングまで
の一体支援を行います。
　さらに、介護職員初任者研修や
実務者研修、生活援助従事者研
修の受講費用助成、介護福祉士
の受験費用助成といった、職員
のやる気に応じて資格を取得し
ながらキャリアアップしていく流
れを支援します。

介護･高齢者支援課

　入門的研修については、周知方
法を検討し、参加者数を増やす
必要がある。・介護保険制度に関する入門的

研修を実施した。
・研修受講費用の助成を行うこ
とで、介護保険事業所の職員の
負担軽減を図った。

　ケアマネジャーをはじめ、ヘル
パー等のサービス従事者に対し
て、スキルや知識のレベルアップ
の研修を実施し、サービスの質
の向上を目指します。これらの研
修の実施にあたっては、研修の
体系化への取組を事業者と十分
に連携しながら進めていくこと
により、現場での必要性や要望
を考慮した研修を実施できるよ
うにします。

介護･高齢者支援課

　引き続き、中野区介護サービス
事業所連絡会と連携を図りなが
ら、優良なサービスの質と量が
確保できるよう努める。
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②組織マネジメントへの支援と介護従事者のメンタルヘルスの向上　（計画冊子ページ：P55）

自己評価： ○

③事業者指定等管理事務の整備　（計画冊子ページ：P56）

自己評価： ○

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　組織マネジメントについての事
業所管理者向け研修や、コミュニ
ケーションスキル、コンプライア
ンスに関する研修等により、介護
現場や職場内の具体的な課題を
解決するための支援を行いま
す。また、働きやすい介護職場に
資するため、介護サービス事業
所が活用できる国・都の支援事
業についても周知を図っていき
ます。
　さらに、個別のケアを行うこと
の多い介護従事者にとってメン
タルヘルスへの配慮が必要であ
ること等から、介護サービス事業
所の人材育成担当者への啓発や
従事者向けの研修も行います。

介護･高齢者支援課

　引き続き東京都や中野区介護
サービス事業所連絡会と連携を
図りながら、優良なサービスの質
と量が確保できるよう努める。

　介護現場や職場内の具体的な
課題を解決できるよう、介護
サービス従事者に対する研修を
開催した。また、東京都の研修の
周知及び推薦関連事務等を実施
した。

　地域密着型サービス事業、居宅
介護支援事業及び介護予防・日
常生活支援総合事業を行う事業
所について、区民が、介護が必要
になっても可能な限り住み慣れ
た地域で暮らし続けられるよう、
指定基準に沿った良質なサービ
スを提供できる事業所の指定等
を行います。
　また、子ども・高齢者・障害者等
すべての人々が地域・暮らし・生
きがいをともに創り、高めあうこ
とができる地域共生社会の実現
に向けた取組として、高齢者と
障害者(児)が同一の事業所で一
体的にサービスを受けられる共
生型サービス事業所の指定につ
いても円滑に進めていきます。

介護･高齢者支援課

　国が導入を進める「介護サービ
ス情報公表システム」を活用し
た、新たなオンラインによる指定
申請システムの導入を積極的に
進めていく。

・地域密着型サービス事業所等
の指定にあたり、指定基準に合
致しているかを審査し、良質な
サービスを提供できる事業所の
指定を行っている。
・令和3（２０２１）年度は共生型
サービス事業所の指定申請はな
かった。
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④介護サービスの提供を担う民間サービス事業者に対する指導監督業務の効率化等　（計画冊子ページ：P56）

自己評価： ○

自己評価： ○

⑤第三者評価受審の推進　（計画冊子ページ：P56）

自己評価： ○

⑥区内の学校に通う学生への働きかけ　（計画冊子ページ：P56）

自己評価： ○

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　ＩＣＴ化の推進のための補助制
度等を活用することで業務を効
率化し、質の高い介護サービス
の提供や増え続ける介護需要に
対応する事業所を支援します。

介護･高齢者支援課

　申請等のオンライン化に向けた
検討を進める必要がある。

　地域・社会資源把握支援システ
ムを活用した情報提供や介護保
険指定事業者等管理システムの
活用を進めた。

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

取組内容 所管
令和３（２０２１）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　区が介護保険事業者指定権限
を持つ地域密着型サービス事
業、居宅介護支援事業及び介護
予防・日常生活支援総合事業を
行う事業所を主な対象として、
事業所の運営及びサービスの提
供が適切に行われるよう、個別
事業所への実地指導を実施しま
す。
　また、サービス種別ごとに「介
護サービス事業所集団指導」を
開催し、介護サービス事業所が
適正な水準で運営が行えるよう
集団での指導を実施します。
　指導監督業務の実施にあたり、
指導実施方針及び指導計画を作
成し、指導・確認項目の見直しや
事業者負担の軽減等指導体制の
効率化を進めるとともに、指導
監督業務を通じて介護サービス
の質の向上を目指します。

介護･高齢者支援課

・実地指導におけるオンラインで
の実施について、課題や改善点
等を検証し、今後の実施のあり
方を検討する。
・集団指導においても、従来の講
義形式に加え、他自治体の実施
方法も参考として、書面形式、動
画形式など効果的な実施方法を
検討する。
・国の定める「実地指導の標準
化・効率化等の運用指針」に基づ
き、実地指導の実施方法を見直
し、介護サービスの質の向上を
図る。

・実地指導は、新型コロナウイル
ス感染症の影響により、当初計
画を縮小して実施した一方で、
Zoomを使ったオンラインによ
る指導を試行した。
・集団指導は、区が指定するすべ
ての事業所を対象として、区の
ホームページへ資料を掲載する
ことによる書面形式で実施した。
・指導監督業務の実施にあたっ
ては、国の定める「実地指導の標
準化・効率化等の運用指針」に従
い、事業者の負担軽減に努めた。

　介護サービス事業所に対して
外部から評価を行うことにより、
サービス内容の改善や水準の向
上を図るとともに、公開された
評価結果を事業所情報として
サービス選択に役立てるため、
第三者評価を介護サービス事業
所が定期的に受審するための費
用助成を引き続き行います。

介護･高齢者支援課

　受審事業所を増やすため、費用
助成制度の周知を徹底する。

　第三者評価の受審が義務化さ
れている認知症対応型グループ
ホーム、受審が都の経営支援補
助金の交付条件となっている特
別養護老人ホームのほか、受審
が義務化されていない（看護）小
規模多機能居宅介護、定期巡回・
随時対応型訪問介護看護、都市
型軽費老人ホームについても費
用助成を実施し、受審を促進し
た。

　高校生を対象に介護職につい
てのセミナーを開催する等、介護
職についてのイメージの実態把
握と、介護職に前向きなイメージ
を持たせる取組を行います。ま
た、区内の専門学校生や大学生
についても、介護人材の裾野を
広げるとともに、将来の介護分
野を任せる人材を区として育成
するために、教育機関と日常的
な連携を深めつつ、介護人材と
なりうる学生への働きかけを行
います。

介護･高齢者支援課

　介護人材の確保に向け、介護職
をやりがいのある職業として、そ
の魅力を効果的に発信していく
必要がある。

　学生が、介護保険制度の仕組
みや担い手について、分かりや
すく理解できるよう、授業用教材
として、区のパンフレット「みんな
でささえる介護保険」を帝京平
成大学に提供した。
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